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                   － 1 －             水道事業会計 

議案第２１号 

 

令和３年度小浜市水道事業会計予算 
 

 （総則）  

第１条 令和３年度小浜市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

 （業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１） 給 水 件 数 １３，５２３件  

（２） 年 間 総 有 収 水 量 ３，２５９，０００㎥  

（３） 一日平均有収水量 ８，９３０㎥  

（４） 主要な建設改良事業 第３期拡張工事費および改良工事費 

７７，１１０千円 

 

 （収益的収入および支出） 

第３条 収益的収入および支出の予定額は、次のとおりと定める。 

  収  入 
 

第１款  事 業 収 益 ６１９，８９６千円 

 第１項  営 業 収 益 ４８５，９７７千円 

 第２項  営業外収益 １３３，９１９千円 

 

  支  出  

第１款  事 業 費 ５８２，９６９千円 

 第１項  営 業 費 用 ５２７，４７６千円 

 第２項  営業外費用 ５４，２９３千円 

 第３項  特 別 損 失 ２００千円 

 第４項  予 備 費 １，０００千円 

 

（資本的収入および支出） 

第４条 資本的収入および支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が 

 資本的支出額に対し不足する額２２０，２２８千円は、当年度分消費税および地方消費税

資本的収支調整額７，９０９千円および当年度分損益勘定留保資金２１２，３１９千円で 

 補てんするものとする。）。 

  収  入  

第１款 資 本 的 収 入 ７８，９０７千円 

 第１項  企 業 債 ５２，７００千円 

 第３項  工事負担金 ７６２千円 

 第４項  他会計負担金 ２５，４４５千円 
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  支  出  

第１款 資 本 的 支 出 ２９９，１３５千円 

 第１項  建設改良費 １２７，６６８千円 

 第２項  企業債償還金 １７１，４６７千円 

 

 （企業債） 

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率および償還の方法は、次のとおりと

定める。 

（単位：千円） 

起債の目的 限度額 起債の方法 利 率 償還の方法 

 
 
 
 
 
第３期拡張事業 

   千円 
 
 
 
 
５２，７００ 

証書借入 
または 
証券発行 

年4.0%以内 
 

(ただし、利率見
直し方式で借り
入れる政府資金
およびその他資
金について、利率
の見直しを行っ
た後においては、
当該見直し後の
利率) 

政 府 資 金 お よ
び、その他の資金
については、その
融資条件による。 
ただし、企業財

政の都合により据
置期間および償還
期限を短縮し、ま
たは繰上償還もし
くは低利に借換え
することができ
る。 

 

 （一時借入金） 

第６条 一時借入金の限度額は、１００，０００千円と定める。 

 

 （予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおり 

と定める。 

（１）営業費用、営業外費用および特別損失 

 

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流

用し、またはそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経

なければならない。 

（１）職員給与費   ４９，９４９千円 

 

 （他会計からの補助金等） 

第９条 水道事業会計における企業債の償還および児童手当に要する経費に充てるため、 

一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、２６，０５２千円である。 
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 （たな卸資産購入限度額） 

第１０条 たな卸資産の購入限度額は、  １，１４６千円と定める。 

 

 

令和３年２月２４日 提出 

 

 

 小 浜 市 長  松  崎  晃  治 



議案第２２号 

 

令和３年度小浜市下水道事業会計予算 

 

 （総則） 

第１条 令和３年度小浜市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

 （業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１） 処 理 開 始 面 積 ７２２．０ha 

（２） 年 間 総 処 理 水 量 ２，８６７，２５４㎥ 

（３） 一 日 平 均 処 理 水量 ７，８５５㎥ 

（４） 主要な建設改良事業 ３７３，０００千円 

 （ア）管渠建設改良費 １２３，０００千円 

 （イ）処理場建設改良費 ２５０，０００千円 

 

 （収益的収入および支出） 

第３条 収益的収入および支出の予定額は、次のとおりと定める。なお、営業外費用 

 中支払利息および企業債取扱諸費１８０，０４４千円の財源にあてるため、企業債 

５０，０００千円を借り入れる。 

  収  入 
 

第１款  事 業 収 益 １，２１２，５１８千円 

 第１項  営 業 収 益 ５５２，８３２千円 

 第２項  営業外収益 ６５９，６８６千円 

 

  支  出  

第１款  事 業 費 １，２０８，７５２千円 

 第１項  営 業 費 用 ９９９，４２７千円 

 第２項  営業外費用 ２０８，２２５千円 

 第３項  特 別 損 失 １００千円 

 第４項  予 備 費 １，０００千円 

 

（資本的収入および支出） 

第４条 資本的収入および支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支

出額に対し不足する額４８９，２２９千円は、当年度分消費税および地方消費税資本的収

支調整額９，０８０千円、当年度分損益勘定留保資金４１９，８５２千円および過年度分

損益勘定留保資金６０，２９７千円で補てんするものとする。）。 

  収  入  

第１款 資 本 的 収 入 ８１６，３４９千円 

 第１項  企 業 債 ４６４，７００千円 

 第５項  補 助 金 ３４２，７１２千円 

 第７項  受益者負担金および分担金 ７，３３７千円 

 第８項  貸付金収入 １，６００千円 
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  支  出  

第１款 資 本 的 支 出 １，３０５，５７８千円 

 第１項  建設改良費 ３９０，４１３千円 

 第２項  企業債償還金 ９１３，５６５千円 

 第４項  貸 付 金 １，６００千円 

 

 （債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間および限度額は、次のとおりと

定める。 

事項 期間 限度額 

小 浜 浄 化 セ ン タ ー 
制御電源・監視制御設備更新 

令和４年度 ３２１，０００千円 

  

 （企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率および償還の方法は、次のとおりと

定める。 

（単位：千円） 

起債の目的 限度額 起債の方法 利 率 償還の方法 

下水道事業 
（建設改良債等） 

千円 
 
 
 
 

５１４，７００ 
 

証書借入 
または 
証券発行 

年4.0%以内 
 

(ただし、利率見
直し方式で借り
入れる政府資金
およびその他の
資金について、利
率の見直しを行
った後において
は、当該見直し後
の利率) 

政府資金およ
び、その他の資金
については、その
融資条件による。 

ただし、企業財
政の都合により
据置期間および
償還期限を短縮
し、または繰上償
還もしくは低利
に借換えするこ
とができる。 

 

 （一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、３００，０００千円と定める。 

 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおり 

と定める。 

（１）営業費用、営業外費用および特別損失 
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 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流

用し、またはそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経

なければならない。 

（１）職員給与費  ４８，５３５千円 

 

 （他会計からの補助金等） 
第１０条 下水道事業会計における企業債の償還および児童手当に要する経費等に

あてるため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は６４８，６２８千円であ

る。 

 
  

令和３年２月２４日 提出 

 

 

 小 浜 市 長  松  崎  晃  治 
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収　　　入
（単位  千円） （単位　千円）

款 項 目 予定額 備　　考

1. 事業収益 619,896

1. 営業収益 485,977

1. 給水収益 462,501 水道料金・簡水料金収入

2. 加入金 6,965 水道加入金収入

3. 受託工事収益 850 受託給配水修繕収益

4. 他会計負担金 14,122 消防組合等負担金

5. その他営業収益 1,539 諸手数料

2. 営業外収益 133,919

1. 受取利息および配当金 315 預金利息

2. 他会計補助金 4,507
簡水債（利子分）償還一般会計補
助金他

5. 長期前受金戻入 126,687
償却資産取得財源の減価償却見合
分の収益化

7. 雑収益 1,310 原子力立地給付金等

9. 貸倒引当金戻入益 1,100 貸倒引当金の収益

支　　　出
（単位　千円）

款 項 目 予定額 備　　考

1. 事業費 582,969

1. 営業費用 527,476

1. 原水および浄水費 94,961 水源施設維持管理費用

2. 配水および給水費 52,108 配水および給水施設維持管理費用

3. 受託工事費 850 受託給配水修繕費用

4. 総係費 56,329 業務活動に要する費用

5. 減価償却費 319,528 固定資産の減価償却費

6. 資産減耗費 3,700 固定資産の除却費

2. 営業外費用 54,293

1. 支払利息および企業債取扱諸費 29,133 企業債借入金利息等

2. 雑支出 660 水道料金等過年度還付金等

3. 消費税および地方消費税 24,500

3. 特別損失 200

4. 過年度損益修正損 200

4. 予備費 1,000

1. 予備費 1,000

収益的収入および支出

令和３年度　小浜市水道事業会計予算実施計画
（水道事業・簡易水道事業）
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収　　　入
（単位　千円） （単位　千円）

款 項 目 予定額 備　　考

1. 資本的収入 78,907

1. 企業債 52,700

1. 企業債 52,700 第３期拡張事業および改良事業債

3. 工事負担金 762

1. 工事負担金 762 配水管布設替工事補償金

4. 他会計負担金 25,445

1. 他会計負担金 25,445
消防組合負担金、
簡水債元金償還一般会計負担金

支　　　出
（単位　千円）

款 項 目 予定額 備　　考

1. 資本的支出 299,135

1. 建設改良費 127,668

1. 水源および配水設備拡張費 10,268 第３期拡張事業費

2. 水源および配水設備改良費 113,408 配水設備改良事業費

3. 営業設備費 2,093 備品購入費等

4. リース債務支払額 1,899 リース料支払

2. 企業債償還金 171,467

1. 企業債償還金 171,467 企業債借入金元金

資本的収入および支出
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収　　　入
（単位  千円） （単位　千円）

1. 事業収益 619,896 526,134 93,762

1. 営業収益 485,977 429,249 56,728

1. 給水収益 462,501 406,461 56,040

2. 加入金 6,965 6,965 0

3. 受託工事収益 850 600 250

4. 他会計負担金 14,122 13,702 420

5. その他営業収益 1,539 1,521 18

2. 営業外収益 133,919 96,885 37,034

1. 受取利息および配当金 315 315 0

2. 他会計補助金 4,507 2,611 1,896

5. 長期前受金戻入 126,687 92,038 34,649

7. 雑収益 1,310 921 389

9. 貸倒引当金戻入益 1,100 1,000 100

支　　　出
（単位　千円）

1. 事業費 582,969 447,830 135,139

1. 営業費用 527,476 398,972 128,504

1. 原水および浄水費 94,961 62,496 32,465

2. 配水および給水費 52,108 40,689 11,419

3. 受託工事費 850 600 250

4. 総係費 56,329 52,323 4,006

5. 減価償却費 319,528 239,764 79,764

6. 資産減耗費 3,700 3,100 600

2. 営業外費用 54,293 47,758 6,535

1. 支払利息および企業債取扱諸費 29,133 25,158 3,975

2. 雑支出 660 600 60

3. 消費税および地方消費税 24,500 22,000 2,500

3. 特別損失 200 100 100

4. 過年度損益修正損 200 100 100

4. 予備費 1,000 1,000 0

1. 予備費 1,000 1,000 0

令和３年度　小浜市水道事業会計予算実施計画　事業別内訳

収益的収入および支出

款 項 目 予定額(合計) 水道事業 簡易水道事業

款 項 目 予定額(合計) 簡易水道事業水道事業
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収　　　入
（単位　千円） （単位　千円）

款 項 目 予定額(合計) 水道事業 簡易水道事業

1. 資本的収入 78,907 65,824 13,083

1. 企業債 52,700 52,700 0

1. 企業債 52,700 52,700 0

3. 工事負担金 762 0 762

1. 工事負担金 762 0 762

4. 他会計負担金 25,445 13,124 12,321

1. 他会計負担金 25,445 13,124 12,321

支　　　出
（単位　千円）

款 項 目 予定額(合計) 水道事業 簡易水道事業

1. 資本的支出 299,135 264,138 34,997

1. 建設改良費 127,668 117,100 10,568

1. 水源および配水設備拡張費 10,268 10,268 0

2. 水源および配水設備改良費 113,408 102,898 10,510

3. 営業設備費 2,093 2,093 0

4. リース債務支払額 1,899 1,841 58

2. 企業債償還金 171,467 147,038 24,429

1. 企業債償還金 171,467 147,038 24,429

資本的収入および支出
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（単位　千円）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純損益（△は損失） 67,334

減価償却費 324,969

資産減耗費 3,700

賞与引当金の増減額（△は減少） △ 34

貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 200

長期前受金戻入額 △ 126,791

受取利息及び受取配当金 △ 315

支払利息等（△は減少） 27,572

未収金の増減額（△は増加） 200

たな卸資産の増減額（△は増加） △ 38

　　小計 296,397

利息及び配当金の受取額 315

利息の支払額 △ 27,572

業務活動によるキャッシュ・フロー 269,140

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 111,926

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 21,545

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 90,381

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良企業債（※1）の発行による収入 57,500

建設改良企業債（※2）の償還による支出 △ 171,466

リース債務の支払による支出 △ 1,899

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 115,865

Ⅳ　資金増加(減少)額 62,894

Ⅴ　資金期首残高 786,164

Ⅵ　資金期末残高 849,058

※1　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

※2　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

令和３年度　小浜市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書（間接法）

       （令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで）

（水道事業・簡易水道事業）
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（単位：千円）

１.営業収益

（1）給水収益 425,059

（2）加入金 5,000

（3）他会計負担金 12,871

（4）その他営業収益 1,292 444,222

２．営業費用

（1）原水及び浄水費 67,462

（2）配水及び給水費 37,306

（3）総係費 47,276

（4）減価償却費 342,542

（5）資産減耗費 3,700 498,286

営業損失 54,064

３．営業外収益

（1）受取利息及び配当金 315

（2）他会計補助金 5,849

（3）長期前受金戻入 137,287

（4）雑収益 1,293

（5）貸倒引当金 279 145,023

４．営業外費用

（1）支払利息及び企業債取扱諸費 30,954

（2）雑支出 310 31,264 113,759

経常利益 59,695

５．特別損失

（2）その他特別損失 1,091 1,091 △ 1,091

当年度純利益 58,604

前年度繰越剰余金 419,471

当年度未処分利益剰余金 478,075

令和２年度　小浜市水道事業会計予定損益計算書（前年度分）

（令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで）

(水道事業・簡易水道事業）
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（単位：千円）

１．固定資産

（1）有形固定資産

イ．土地 89,900

ロ．建物 246,105

減価償却累計額 △ 117,459 128,646

ハ．構築物 9,399,236

減価償却累計額 △ 4,172,425 5,226,811

ニ．機械および装置 1,012,862

減価償却累計額 △ 705,678 307,184

ホ．車両運搬具 15,174

減価償却累計額 △ 6,420 8,754

へ．工具、器具および備品 23,654

減価償却累計額 △ 15,697 7,957

ト．リース資産 18,809 0

減価償却累計額 △ 9,881 8,928

チ．建設仮勘定 19,903

有形固定資産合計 5,798,083

（2）無形固定資産

イ．施設利用権 7,474

ロ．リース資産 1

ハ．ダム利用権 2,441,445

無形固定資産合計 2,448,920

（3）投資その他の資産

イ．破産更生債権等 16,285

貸倒引当金 △ 14,677

投資その他の資産合計 1,608

　固定資産合計 8,248,611

２．流動資産

（1）現金預金 786,164

（2）未収金 50,000

貸倒引当金 0 50,000

（3）貯蔵品 2,196

（4）その他流動資産 50

　流動資産合計 838,410

　資産合計 9,087,021

令和２年度　小浜市水道事業予定貸借対照表（前年度分）

（令和３年３月３１日）

資産の部

（水道事業・簡易水道事業）
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３．固定負債
（1）企業債

1,397,994

（2）リース債務 2,291
固定負債合計 1,400,285

４．流動負債
（1）企業債

171,466

（2）リース債務 1,899
（3）未払金 27,000
（4）未払費用 1,353
（5）前受金 35
（6）引当金

イ．賞与等引当金 4,426 4,426
（7）その他流動負債 600

流動負債合計 206,779

５．繰延収益
（1）長期前受金

イ．受贈財産評価額 822,845
収益化累計額 △ 366,533 456,312

ロ．工事負担金 150,012
収益化累計額 △ 104,794 45,218

ハ．補助金 2,891,566
収益化累計額 △ 237,877 2,653,689

ニ．その他資本剰余金 1,554,921
収益化累計額 △ 942,532 612,389

（2）建設仮勘定長期前受金
イ．補助金 0
繰延収益合計 3,767,608
負債合計 5,374,672

６．資本金
（1）自己資本金

イ．固有資本金 848,598
ロ．繰入資本金 594,789
ハ．組入資本金 1,632,401
資本金合計 3,075,788

７．剰余金
（1）資本剰余金

イ．国庫補助金 7,641
ロ．受贈財産評価額 25,077
ハ．工事負担金 38,870
ニ．その他資本剰余金 50,026
資本剰余金合計 121,614

（2）利益剰余金
イ．建設改良積立金 36,872
ロ．当年度未処分利益剰余金 478,075
利益剰余金合計 514,947
剰余金合計 636,561
資本合計 3,712,349

　負債資本合計 9,087,021

資本の部

負債の部

イ．建設改良費等の財源に
　　充てるための企業債

イ．建設改良費等の財源に
　　充てるための企業債
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注記 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）資産の評価基準および評価方法 

  ・たな卸資産の評価基準および評価方法 

    個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に 

より算定） 

  ・主な資産 

貯蔵量水器 

    貯蔵材料費 

（２）固定資産の減価償却の方法 

イ．有形固定資産（リース資産を除く） 

・定額法 

・主な耐用年数 

建 物     ３０年～４５年  

構築物     ２５年～４０年 

機械および装置     ８年～２０年 

車両運搬具       ４年～  ６年 

工具・器具および備品  ２年～１５年 

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）  

・定額法 

・主な耐用年数 

施設利用権   ３０年  

ダム使用権   ５５年 

ハ．リース資産  

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産  

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。 

（３）引当金の計上基準  

イ．貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込み額を計上し

ている。 

ロ．退職給付引当金 

福井県市町総合事務組合における普通負担金は水道事業会計が負担し、当該負担金等

以外の追加の費用負担等については一般会計が負担するため、退職給付引当金は計上し

ていない。 

ハ．賞与等引当金 

職員の期末手当および勤勉手当の支給、ならびにそれに係る法定福利費の支出に備え

るため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上してい

る。 
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（４）その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項 

イ．消費税等の会計処理 

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 

 

２．予定貸借対照表等に関する注記 

（１）後年度他会計負担金額企業債に関する事項 

イ．企業債の償還に係る他会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（当年度末日の翌日から起算して１年以内に償還

予定のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は７２，７７１千円

である。 

 

３．セグメント情報に関する注記 

（１）報告セグメントの概要 

小浜市水道事業は、水道事業および簡易水道事業を運営しており、各事業で運営方針 

等を決定していることから、水道事業および簡易水道事業の２つを報告セグメントとし 

ている。 

 なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。 

事業区分 事業の内容 

水道事業 簡易水道地域以外の地域において水道水を供給する業務 

簡易水道事業 簡易水道地域において水道水を供給する業務 

 

（２）報告セグメントごとの営業収益等 

前年度（自：令和２年４月１日  至：令和３年３月３１日）              （単位：千円） 

 水道事業 簡易水道事業 合計 

営業収益 ３９５，００７ ４９，２１５ ４４４，２２２ 

営業費用 ３７２，８９４ １２５，３９２ ４９８，２８６ 

営業損益 ２２，１１３ △７６，１７７ △５４，０６４ 

経常損益 ９７，０８９ △３７，３９４ ５９，６９５ 

セグメント資産 ７，５２７，１６８ １，５５９，８５３ ９，０８７，０２１ 

セグメント負債 ４，５４１，４２８ ８３３，２４４ ５，３７４，６７２ 

その他項目 

 他会計繰入金 

 

１１，７６０ 

 

１２，０７４ 

 

２３，８３４ 

 減価償却費 ２５０，６０６ ９１，９３６ ３４２，５４２ 

 特別損失 ０ １，０９１ １，０９１ 

 有形固定資産およ 

 び無形固定資産の 

増加額 

 

△４７，４１３ 

 

△１０７，９０８ 

 

△１５５，３２１ 
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４．リース契約により使用する固定資産に関する注記 

（１）ファイナンス・リース取引 

    未経過リース料相当額 

     １年内  １，８９９千円 

     １年超  ２，２９１千円  

      計   ４，１９０千円  

  

５．その他の注記 

（１）賞与等引当金の取崩し 

令和２年度において、令和２年度６月期末手当及び勤勉手当として３，９５６千円を 

支給するため、令和２年度６月期末手当および勤勉手当にかかる法定福利費６４４千 

円、賞与等引当金３，３１２千円を取り崩した。 

 

（２）破産更生債権の収納による貸倒引当金の取崩し 

   令和２年度において、破産更生債権に区分している債権者より２４３千円収納があっ 

た為、破産更生債権額を減額した。 

この内、貸倒引当金に計上している分として同額の収納があった為、貸倒引当金を２ 

４３千円取り崩した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



（単位：千円）

１．固定資産

（1）有形固定資産

イ．土地 89,900

ロ．建物 246,105

減価償却累計額 △ 122,729 123,376

ハ．構築物 9,503,575

減価償却累計額 △ 4,413,422 5,090,153

ニ．機械および装置 1,019,862

減価償却累計額 △ 737,568 282,294

ホ．車両運搬具 15,174

減価償却累計額 △ 8,483 6,691

へ．工具器具および備品 25,060

減価償却累計額 △ 16,415 8,645

ト．リース資産 18,809 0

減価償却累計額 △ 10,141 8,668

チ．建設仮勘定 12,184

有形固定資産合計 5,621,911

（2）無形固定資産

イ．施設利用権 6,925

ロ．リース資産 1

ハ．ダム使用権 2,399,223

無形固定資産合計 2,406,149

（3）投資その他の資産

イ．破産更生債権等 16,085

貸倒引当金 △ 14,477

投資その他の資産合計 1,608

　固定資産合計 8,029,668

２．流動資産

（1）現金預金 849,058

（2）未収金 50,000

貸倒引当金 0 50,000

（3）貯蔵品 2,196

（4）その他流動資産 50

　流動資産合計 901,304

　資産合計 8,930,972

令和３年度　小浜市水道事業予定貸借対照表（当年度分）

（令和４年３月３１日）

資産の部

（水道事業・簡易水道事業）
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３．固定負債
（1）企業債

1,290,035

（2）リース債務 792
固定負債合計 1,290,827

４．流動負債
（1）企業債

160,659

（2）リース債務 1,731
（3）未払金 27,000
（4）未払費用 1,353
（5）前受金 35
（6）引当金

イ．賞与等引当金 4,392 4,392
（7）その他流動負債 600

流動負債合計 195,770

５．繰延収益
（1）長期前受金

イ．受贈財産評価額 822,845
収益化累計額 △ 384,529 438,316

ロ．工事負担金 150,012
収益化累計額 △ 110,064 39,948

ハ．補助金 2,911,941
収益化累計額 △ 311,986 2,599,955

ニ．その他資本剰余金 1,558,421
収益化累計額 △ 971,948 586,473

繰延収益合計 3,664,692
負債合計 5,151,289

６．資本金
（1）自己資本金

イ．固有資本金 848,598
ロ．繰入資本金 594,789
ハ．組入資本金 1,632,401
資本金合計 3,075,788

７．剰余金
（1）資本剰余金

イ．国庫補助金 7,641
ロ．受贈財産評価額 25,077
ハ．工事負担金 38,870
ニ．その他資本剰余金 50,026
資本剰余金合計 121,614

（2）利益剰余金
イ．建設改良積立金 36,872
ロ．当年度未処分利益剰余金 545,409
利益剰余金合計 582,281
剰余金合計 703,895
資本合計 3,779,683

　負債資本合計 8,930,972

資本の部

負債の部

イ．建設改良費等の財源に
　　充てるための企業債

イ．建設改良費等の財源に
　　充てるための企業債
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注記 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）資産の評価基準および評価方法 

  ・たな卸資産の評価基準および評価方法 

    個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に 

より算定） 

  ・主な資産 

貯蔵量水器 

    貯蔵材料費 

（２）固定資産の減価償却の方法 

イ．有形固定資産（リース資産を除く） 

・定額法 

・主な耐用年数 

建 物     ３０年～４５年  

構築物     ２５年～４０年 

機械および装置     ８年～２０年 

車両運搬具       ４年～  ６年 

工具・器具および備品  ２年～１５年 

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）  

・定額法 

・主な耐用年数 

施設利用権   ３０年  

ダム使用権   ５５年 

ハ．リース資産  

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産  

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。 

（３）引当金の計上基準  

イ．貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込み額を計上し

ている。 

ロ．退職給付引当金 

福井県市町総合事務組合における普通負担金は水道事業会計が負担し、当該負担金等

以外の追加の費用負担等については一般会計が負担するため、退職給付引当金は計上し

ていない。 

ハ．賞与等引当金 

職員の期末手当および勤勉手当の支給、ならびにそれに係る法定福利費の支出に備え

るため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上してい

る。 
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（４）その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項 

イ．消費税等の会計処理 

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 

 

２．予定貸借対照表等に関する注記 

（１）後年度他会計負担金額企業債に関する事項 

イ．企業債の償還に係る他会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（当年度末日の翌日から起算して１年以内に償還

予定のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は６３，７７０千円

である。 

 

３．セグメント情報に関する注記 

（１）報告セグメントの概要 

小浜市水道事業は、水道事業および簡易水道事業を運営しており、各事業で運営方針 

等を決定していることから、水道事業および簡易水道事業の２つを報告セグメントとし 

ている。 

 なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。 

事業区分 事業の内容 

水道事業 簡易水道地域以外の地域において水道水を供給する業務 

簡易水道事業 簡易水道地域において水道水を供給する業務 

 

（２）報告セグメントごとの営業収益等 

当年度（自：令和３年４月１日  至：令和４年３月３１日） 

  （単位：千円） 

 水道事業 簡易水道事業 合計 

営業収益 ３９３，８４１ ４８，１６１ ４４２，００２ 

営業費用 ３６６，７２３ １１３，９９０ ４８０，７１３ 

営業損益 ２７，１１８ △６５，８２９ △３８，７１１ 

経常損益 ９９，６８４ △３２，３５０ ６７，３３４ 

セグメント資産 ７，４５１，２２３ １，４７９，７４９ ８，９３０，９７２ 

セグメント負債 ４，３６５，７９９ ７８５，４９０ ５，１５１，２８９ 

その他項目 

 他会計繰入金 

 

９，２２４ 

 

１２，３２１ 

 

２１，５４５ 

 減価償却費 ２４４，４３５ ８０，５３４ ３２４，９６９ 

 有形固定資産およ 

 び無形固定資産の 

増加額 

 

△７５，９４５ 

 

△８０，１０４ 

 

△１５６，０４９ 
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４．リース契約により使用する固定資産に関する注記 

（１）ファイナンス・リース取引 

    未経過リース料相当額 

     １年内  １，７３１千円 

     １年超    ７９２千円 

      計   ２，５２３千円  

 

５．その他の注記 

（１）賞与等引当金の取崩し 

令和３年度において、令和３年度６月期末手当及び勤勉手当として４，４２６千円を 

支給するため、令和３年度６月期末手当および勤勉手当にかかる法定福利費７１１千 

円、賞与等引当金３，７１５千円を取り崩す。 

 

（２）破産更生債権の収納による貸倒引当金の取崩し 

   令和３年度において、破産更生債権に区分している債権者より２００千円収納があっ 

た為、破産更生債権額を減額した。 

この内、貸倒引当金に計上している分として同額の収納があった為、貸倒引当金を２ 

００千円取り崩す。 

 



職 員 数

（人） 報 酬 給 料
期末手当

支給率(月分)
その他の
手  　当

計

その他の
特 別 職

15 464 0 0 0 464 0 464

計 15 464 0 0 0 464 0 464

その他の
特 別 職

0 0 0 0 0 0 0 0

計 0 0 0 0 0 0 0 0

その他の
特 別 職

15 464 0 0 0 464 0 464

計 15 464 0 0 0 464 0 464

0 0

0 0 0 0

0 0 0

00 0 0 0

0 0
比　較

長　等 0 0 0 0

議　員

議　員 0

0

0 0 0 0 0

0 0

0 0 0 0

0 0

前年度

長　等 0 0 0

0

本年度

0

議　員 0 0 0 0

長　等 00 0 0

給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書

１　特　別　職 （単位　千円）

区　　分

給　　　　　　与　　　　　　　費

共済費 合　計 備　考
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（単位　千円）

209

0 4

0 3

0 7

0 4

比  　較 6 23 39 38

区　分
勤　勉 賞与引当

342

△ 371

15,217

前 年 度 240 5,298 3,698 2,299 371 15,008

本 年 度 246 5,321 3,737 2,337 0

合　計
手  当 手  当 手　当 金繰入額別損失）
宿日直 期　末 手当（特

10 1,549

比  　較 498 0 △ 25 0 0 0 1

0 0 10 1,550

前 年 度 1,176 0 367 0 0

単身赴任 特殊勤務 超過勤務

手　当 手　当 手　当 手　当 手　当 手　当 手  当

職　員　手　当

の　　内　　訳

区　分
扶　養 住　居 通　勤 管理職

本 年 度 1,674 0

△ 5

209 499 64 5630 0

227

140 △ 163 △ 23

合計 0 290

資本勘定支弁職員 0 145

5860 0

41,604 7,782 49,38615,008

145 214 359

比　　較

損益勘定支弁職員 0

合計 0 26,5960 7

0 0

12,294 6,705 18,999 4,041 23,0400 3

8,303 22,605 3,741 26,346

前 年 度

損益勘定支弁職員 0 14,302

資本勘定支弁職員 0

0 12,439

15,217 42,103 7,846 49,949

19,139 3,878 23,0176,700

8,517 22,964 3,968 26,932

報　酬 給   料 手　当 計

本 年 度

損益勘定支弁職員 0 14,447

２　一　般　職

　（１）　総　　括

合計 0 26,886

資本勘定支弁職員

（単位　千円）

区　分
職 員 数（人） 　　給　　 与　　 費

法定福利費 合　計
特別職 一般職
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区　分 増 減 額

(千円) 　 (千円)

給　料 290

368

職員手当 209 △ 126

335

　（２）　給料および職員手当の増減額の明細

増 減 事 由 別 内 訳 説明 備考

給料改定に伴う
増　　減　　分

そ　の　他　の
増　　減　　分

△ 78 異動等に伴う分

制度改定に伴う
増　　減　　分

そ　の　他　の
増　　減　　分

異動等に伴う分

昇 給 に 伴 う
増　　加　　分
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　　イ　初　　任　　給

　　ウ　級 別 職 員 数

　級　 　級　
　級　 　級　
　級　 　級　
　級　 　級　
　級　 　級　
　級　
　級　

計 計
　級　 　級　
　級　 級
　級　 　級　
　級　 　級　
　級　 級
　級　
　級　

計 計

　　（級別の基準となる職務・一般行政職）

　(３）　給料および職員手当の状況

　　ア　職員１人当たり給与

区　　　　　　　　　　　　　分 一般行政職 技能労務職

令和3年1月1日現在

　平均給料月額 　（円）   318,857

　平均給与月額 　（円）   358,287

　平 均 年 齢　  （歳）  42歳2月

令和2年1月1日現在

　平均給料月額 　（円）   333,483

　平均給与月額 　（円）   368,765

　平 均 年 齢　  （歳）  44歳6月

区　　　分 一般行政職(円）
国の制度

一般行政職（円）

高　校　卒 150,600 150,600

大　学　卒 182,200 182,200

区　　　　分
一　般　行　政　職 技　能　労　務　職

級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）

令和3年1月1日
現　　　　　在

1 0 0.0 1

3 3 42.9 3
2 1 14.2 2

4 3 42.9 4
5 0 0.0 5
6 0 0.0
7 0 0.0

7 100.0

令和2年1月1日
現　　　　　在

1 0 0.0 1
2 0 0.0 2
3 3 50.0 3
4 3 50.0 4
5 0 0.0 5
6 0 0.0
7 0 0.0

6 100.0

1級 2級 3級 4級 5級 6級 7級

技　師 主　査 課長補佐
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　　エ　昇 給

本

年

度

前

年

度

　　オ　期末手当・勤勉手当

　　カ　定年退職および勧奨退職に係る退職手当

区分 合計
代表的な職種

一般行政職 技能労務職

　職　員　数　（Ａ）　 （人） 7 7

　昇給に係る職員数　（Ｂ） （人） 7 7

　号級数別内訳

１号級 （人） 0 0

２号級 （人） 0 0

３号級 （人） 0 0

４号級 （人） 7 7

　号級 （人）

比　率　（Ｂ）　/　（Ａ） （％） 100.0 100.0

　職　員　数　（Ａ）　 （人） 7 7

　昇給に係る職員数　（Ｂ） （人） 7 7

　号級数別内訳

１号級 （人） 0 0

２号級 （人） 0 0

３号級 （人） 0 0

４号級 （人） 7 7

　号級 （人）

比　率　（Ｂ）　/　（Ａ） （％） 100.0 100.0

区　分
支 給 期 別 支 給 率（月分）

支給率計 職制上の段階、職務の級等による加算措置
６月 １２月

本 年 度 2.225 2.225 4.45 有

前 年 度 2.25 2.25 4.5 有

国の制度 2.225 2.225 4.45 有

区　分
20年勤続
（月分）

25年勤続
（月分）

35年勤続
（月分）

最高限度
（月分）

その他の
加算措置等

支給率等
（令和3年1月1日現在)

24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職
特　例　措　置

 （2％～20％加算）

国の制度
（支給率等）

24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職
特　例　措　置

 （3％～45％加算）
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　　キ　特 殊 勤 務 手 当
　　　　　　

区　　　　　　　　　分 全　　職　　種
代表的な職種

一般行政職 技能労務職

  　給料総額に対する比率　（％） 0.04 0.04

　　支給対象職員の比率　　（％） 100.00 100.00

代表的な特殊勤務手当の名称 水道料金徴収

　　ク　そ の 他 の 手 当

区　　　　分 国　の　制　度　と　の　異　同 差　　異　　の　　内　　容

扶 養 手 当 同

住 居 手 当 同

通 勤 手 当 同
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過年度分

左の財源
内訳

期　　間 金　　額 期　　間 金　　額
損益勘定
留保資金

千円 千円 千円 千円

91,717
令和元年度

～
令和2年度

40,911
令和3年度

～
令和5年度

50,102 50,102

千円 千円 千円 千円

9,000 令和3年度 8,449 8,449

債務負担行為に関する調書

簡水統合基本計画
策定業務

事項 限度額

前年度末までの支払
義務発生（見込）額

当該年度以降の支払義務
発 生 予 定 額

小浜市上下水道料金
徴収等業務委託
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下水道事業会計 
 



収　　　入
（単位  千円） （単位　千円）

款 項 目 予定額 備　　考

1. 事業収益 1,212,518

1. 営業収益 552,832

1. 下水道使用料 479,165 下水道使用料収入

2. 他会計負担金 73,145
雨水処理に要する経費に対する
一般会計負担金

6. その他営業収益 522 下水路占用料等

2. 営業外収益 659,686

2. 他会計負担金 387,513
分流式下水道等に要する経費等
に対する一般会計負担金

3. 他会計補助金 308 一般会計補助金

4. 補助金 403 三味線堀樋門操作委託金

5. 長期前受金戻入 269,277
償却資産取得財源の減価償却見合分
の収益化

7. 雑収益 1,185 原子力立地給付金等

8. 貸倒引当金戻入益 1,000 貸倒引当金の収益

支　　　出
（単位　千円）

款 項 目 予定額 備　　考

1. 事業費 1,208,752

1. 営業費用 999,427

1. 管渠費 34,560 管渠（汚水・雨水）維持管理費用

2. 処理場費 202,295 浄化センター維持管理費用

3. ポンプ場費 16,338 中継ポンプ場維持管理費用

5. 総係費 57,105 業務活動に要する費用

6. 減価償却費 688,129 固定資産の減価償却費

7. 資産減耗費 1,000 固定資産の除却費

2. 営業外費用 208,225

1. 支払利息および企業債取扱諸費 180,044 企業債借入金利息等

2. 雑支出 3,119 下水道使用料過年度還付金等

3. 消費税および地方消費税 25,062

3. 特別損失 100

4. 過年度損益修正損 100

4. 予備費 1,000

1. 予備費 1,000

収益的収入および支出

令和３年度　小浜市下水道事業会計予算実施計画
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収　　　入
（単位　千円） （単位　千円）

款 項 目 予定額 備　　考

1. 資本的収入 816,349

1. 企業債 464,700

1. 企業債 464,700 建設改良債等

5. 補助金 342,712

1. 他会計補助金 187,662
企業債元金分等に対する
一般会計補助金

2. 補助金 155,050 社会資本整備総合交付金

7. 受益者負担金および分担金 7,337

1.
受益者負担金および分
担金

7,337 受益者負担金および分担金

8. 貸付金収入 1,600

2. 短期貸付金収入 1,600 水洗便所改造資金貸付金元金収入

支　　　出
（単位　千円）

款 項 目 予定額 備　　考

1. 資本的支出 1,305,578

1. 建設改良費 390,413

1. 管渠建設改良費 123,000 管渠（汚水・雨水）建設改良費

2. 処理場建設改良費 250,000 浄化センター建設改良費

4. 事務費 16,679 建設改良に要する事務費

5. 営業設備費 435 備品購入費等

6. リース債務支払額 299 リース料支払

2. 企業債償還金 913,565

1. 企業債償還金 913,565 企業債借入金元金

4. 貸付金 1,600

2. 短期貸付金 1,600 水洗便所改造資金貸付金

資本的収入および支出
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（単位　千円）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純損益（△は損失） 21,232

減価償却費 688,129

資産減耗費 1,000

長期前受金戻入額 △ 269,277

支払利息および企業債取扱諸費 173,644

貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 250

賞与等引当金の増減額（△は減少） △ 5

未収金の増減額（△は増加） 382

未払金の増減額（△は減少） △ 16,980

　　小計 597,875

利息の支払額 △ 173,644

業務活動によるキャッシュ・フロー 424,231

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 394,771

国・県補助金による収入 166,854

受益者負担金による収入 7,438

一般会計補助金による収入 177,425

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 43,054

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良企業債（※1）の発行による収入 533,100

建設改良企業債（※2）の償還による支出 △ 913,565

リース債務の返済による支出 △ 299

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 380,764

Ⅳ　資金増加(減少)額 413

Ⅴ　資金期首残高 191,474

Ⅵ　資金期末残高 191,887

※1　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

※2　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

令和３年度　小浜市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書（間接法）

       （令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで）
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税抜金額 （単位：千円）

１. 営業収益

（１）下水道使用料 448,952

（２）他会計負担金 76,293

（３）その他営業収益 677 525,922

２. 営業費用

（１）管渠費 31,544

（２）処理場費 171,109

（３）ポンプ場費 16,045

（４）総係費 52,010

（５）減価償却費 734,928

（６）資産減耗費 1,000

（７）その他営業費用 332 1,006,968

営業損失 481,046

３. 営業外収益

（１）他会計負担金 423,185

（２）他会計補助金 356

（３）補助金 350

（４）長期前受金戻入 278,918

（５）雑収益 2,431 705,240

４. 営業外費用

（１）支払利息および企業債取扱諸費 191,859

（２）雑支出 2,623 194,482 510,758

経常利益 29,712

５．特別損失

（１）その他特別損失 42,038 42,038 △ 42,038

当年度純損失 12,326

未処理欠損金 447,936

当年度未処理欠損金 460,262

令和２年度　小浜市下水道事業会計予定損益計算書（前年度分）

（令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで）
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（単位：千円）

１．固定資産

（1）有形固定資産

イ．土地 522,902

ロ．建物 729,396

減価償却累計額 △ 30,419 698,977

ハ．構築物 17,527,981

減価償却累計額 △ 554,454 16,973,527

ニ．機械および装置 789,481

減価償却累計額 △ 149,278 640,203

ホ．車両運搬具 1,242

減価償却累計額 0 1,242

へ．工具・器具および備品 1,801

減価償却累計額 △ 180 1,621

ト．リース資産 2,108

減価償却累計額 △ 597 1,511

チ．建設仮勘定 91,407

有形固定資産合計 18,931,390

（2）無形固定資産

イ．地上権 1

ロ．ソフトウェア 224

無形固定資産合計 225

（3）投資その他の資産

イ．破産更生債権等 23,882

貸倒引当金 △ 18,429

投資その他の資産合計 5,453

　固定資産合計 18,937,068

２．流動資産

（1）現金預金 191,474

（2）未収金 51,825

貸倒引当金 0 51,825

（3）その他流動資産 50

　流動資産合計 243,349

資産合計 19,180,417

３．固定負債

（1）企業債

10,691,781

（2）リース債務 1,063

　固定負債合計 10,692,844

令和２年度　小浜市下水道事業予定貸借対照表（前年度分）

（令和３年３月３１日）

資産の部

負債の部

イ．建設改良費等の財源に
　　充てるための企業債
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４．流動負債

（1）企業債

913,565

（2）リース債務 299

（3）未払金 63,650

（4）未払費用 6,583

（5）引当金

イ．賞与等引当金 4,066 4,066

（6）その他流動負債 600

　流動負債合計 988,763

５．繰延収益

（1）長期前受金

イ．受贈財産評価額 88,790

収益化累計額 △ 1,754 87,036

ロ．補助金 6,150,568

収益化累計額 △ 233,170 5,917,398

ハ．他会計補助金 202,521

収益化累計額 △ 745 201,776

ニ．受益者負担金および分担金 1,474,888

収益化累計額 △ 43,249 1,431,639

（2）建設仮勘定長期前受金

イ．受贈財産評価額 9,054

ロ．補助金 42,090

ハ．他会計補助金 0

ニ．受益者負担金および分担金 6,783

　繰延収益合計 7,695,776

負債合計 19,377,383

６．資本金

（1）資本金

　資本金合計 0

７．剰余金

（1）資本剰余金

イ．受贈財産評価額 2,441

ロ．補助金 259,204

ハ．他会計補助金 1,651

資本剰余金合計 263,296

（2）利益剰余金

イ．繰越欠損金 460,262

利益剰余金合計 △ 460,262

　剰余金合計 △ 196,966

資本合計 △ 196,966

　負債資本合計 19,180,417

資本の部

イ．建設改良費等の財源に
　　充てるための企業債
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注記 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）固定資産の減価償却の方法 

イ．有形固定資産（リース資産を除く） 

・定額法 

・主な耐用年数 

建 物      １５年～５０年  

構築物      １０年～５０年 

機械および装置      ６年～３０年 

車両運搬具        ４年～６年 

工具・器具および備品   ２年～１５年 

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）  

・定額法 

・主な耐用年数 

ソフトウェア  ５年  

ハ．リース資産  

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産  

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。 

 

（２）引当金の計上基準  

イ．貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込み額を計上し

ている。 

ロ．退職給付引当金 

福井県市町総合事務組合における普通負担金は下水道事業会計が負担し、当該負担金

等以外の追加の費用負担等については一般会計が負担するため、退職給付引当金は計上

していない。 

ハ．賞与等引当金 

職員の期末手当および勤勉手当の支給、ならびにそれに係る法定福利費の支出に備え

るため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上してい

る。 

 

（３）その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項 

イ．消費税等の会計処理 

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 
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２．予定貸借対照表等に関する注記 

（１）後年度他会計負担金額企業債に関する事項 

イ．企業債の償還に係る他会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（当年度末日の翌日から起算して１年以内に償還

予定のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は５，３１４，４１１

千円である。 

 

３．セグメント情報に関する注記 

（１）報告セグメントの概要 

公営企業会計へ移行しているのは、公共下水道事業のみのため、報告セグメントは一 

つである。 

（２）報告セグメントごとの営業収益、営業費用、営業損益金額、経常損益金額、資産、負

債その他の項目の金額 

報告セグメントが一つのため、記載を省略している。 

 

４．リース契約により使用する固定資産に関する注記 

（１）ファイナンス・リース取引 

    未経過リース料相当額 

     １年内    ２９９千円 

     １年超  １，０６３千円  

      計   １，３６２千円  
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（単位：千円）

１．固定資産

（1）有形固定資産

イ．土地 522,902

ロ．建物 760,649

減価償却累計額 △ 58,635 702,014

ハ．構築物 17,631,873

減価償却累計額 △ 1,107,436 16,524,437

ニ．機械および装置 943,836

減価償却累計額 △ 255,495 688,341

ホ．車両運搬具 1,242

減価償却累計額 △ 261 981

へ．工具・器具および備品 2,196

減価償却累計額 △ 361 1,835

ト．リース資産 2,108

減価償却累計額 △ 869 1,239

チ．建設仮勘定 194,844

有形固定資産合計 18,636,593

（2）無形固定資産

イ．地上権 1

ロ．ソフトウェア 224

無形固定資産合計 225

（3）投資その他の資産

イ．破産更生債権等 23,632

貸倒引当金 △ 18,179

投資その他の資産合計 5,453

　固定資産合計 18,642,271

２．流動資産

（1）現金預金 191,887

（2）未収金 46,193

貸倒引当金 0 46,193

（3）その他流動資産 50

　流動資産合計 238,130

資産合計 18,880,401

３．固定負債

（1）企業債

10,294,728

（2）リース債務 762

　固定負債合計 10,295,490

令和３年度　小浜市下水道事業予定貸借対照表（当年度分）

（令和４年３月３１日）

資産の部

負債の部

イ．建設改良費等の財源に
　　充てるための企業債
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４．流動負債

（1）企業債

930,153

（2）リース債務 301

（3）未払金 46,670

（4）未払費用 6,150

（5）引当金

イ．賞与等引当金 4,055 4,055

（6）その他流動負債 600

　流動負債合計 987,929

５．繰延収益

（1）長期前受金

イ．受贈財産評価額 97,844

収益化累計額 △ 3,507 94,337

ロ．補助金 6,267,885

収益化累計額 △ 451,343 5,816,542

ハ．他会計補助金 379,946

収益化累計額 △ 6,646 373,300

ニ．受益者負担金および分担金 1,489,009

収益化累計額 △ 86,699 1,402,310

（2）建設仮勘定長期前受金

イ．補助金 86,227

　繰延収益合計 7,772,716

負債合計 19,056,135

６．資本金

（1）資本金

　資本金合計 0

７．剰余金

（1）資本剰余金

イ．受贈財産評価額 2,441

ロ．補助金 259,204

ハ．他会計補助金 1,651

資本剰余金合計 263,296

（2）利益剰余金

イ．繰越欠損金 439,030

利益剰余金合計 △ 439,030

　剰余金合計 △ 175,734

資本合計 △ 175,734

　負債資本合計 18,880,401

資本の部

イ．建設改良費等の財源に
　　充てるための企業債
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注記 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）固定資産の減価償却の方法 

イ．有形固定資産（リース資産を除く） 

・定額法 

・主な耐用年数 

建 物      １５年～５０年  

構築物      １０年～５０年 

機械および装置      ６年～３０年 

車両運搬具        ４年～６年 

工具・器具および備品   ２年～１５年 

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）  

・定額法 

・主な耐用年数 

ソフトウェア  ５年  

ハ．リース資産  

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産  

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。 

 

（２）引当金の計上基準  

イ．貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込み額を計上し

ている。 

ロ．退職給付引当金 

福井県市町総合事務組合における普通負担金は下水道事業会計が負担し、当該負担金

等以外の追加の費用負担等については一般会計が負担するため、退職給付引当金は計上

していない。 

ハ．賞与等引当金 

職員の期末手当および勤勉手当の支給、ならびにそれに係る法定福利費の支出に備え

るため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上してい

る。 

 

（３）その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項 

イ．消費税等の会計処理 

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 
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２．予定貸借対照表等に関する注記 

（１）後年度他会計負担金額企業債に関する事項 

イ．企業債の償還に係る他会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（当年度末日の翌日から起算して１年以内に償還

予定のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は５，１２９，２１２

千円である。 

 

３．セグメント情報に関する注記 

（１）報告セグメントの概要 

公営企業会計へ移行しているのは、公共下水道事業のみのため、報告セグメントは一 

つである。 

（２）報告セグメントごとの営業収益、営業費用、営業損益金額、経常損益金額、資産、負

債その他の項目の金額 

報告セグメントが一つのため、記載を省略している。 

 

４．リース契約により使用する固定資産に関する注記 

（１）ファイナンス・リース取引 

    未経過リース料相当額 

     １年内    ３０１千円 

     １年超    ７６２千円  

      計   １，０６３千円  

 

５．その他の注記 

（１）賞与等引当金の取崩し 
令和３年度において、令和３年度６月期末手当および勤勉手当として４，０６６千円

を支給するため、令和３年度６月期末手当および勤勉手当にかかる法定福利費６５２千

円、賞与等引当金３，４１４千円を取り崩す。 
 
（２）破産更生債権の収納による貸倒引当金の取崩し 

令和３年度において、破産更生債権に区分している債権者より２５０千円の収納があ

ったため、破産更生債権額を減額した。 
このうち、貸倒引当金に計上している分として同額の収納があったため、貸倒引当金

を２５０千円取り崩す。 
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職 員 数

（人） 報 酬 給 料
期末手当

支給率(月分)
その他の
手  　当

計

その他の
特 別 職

15 464 0 0 0 464 0 464

計 15 464 0 0 0 464 0 464

その他の
特 別 職

8 55 0 0 0 55 0 55

計 8 55 0 0 0 55 0 55

その他の
特 別 職

7 409 0 0 0 409 0 409

計 7 409 0 0 0 409 0 409

0 0

0 0 0 0

0 0 0

00 0 0 0

0 0
比　較

長　等 0 0 0 0

議　員

議　員 0

0

0 0 0 0 0

0 0

0 0 0 0

0 0

前年度

長　等 0 0 0

0

本年度

0

議　員 0 0 0 0

長　等 00 0 0

給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書

１　特　別　職 （単位　千円）

区　　分

給　　　　　　与　　　　　　　費

共済費 合　計 備　考
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※（　）内は、パートタイム会計年度任用職員について外書きしたもの。

本 年 度 0

比  　較 0 △ 52 25 136 △ 2,381

宿日直 期　末 勤　勉 賞与引当 手当（特

2,533

2,3810 4,882 3,145 2,397

0 26 0

4,830 3,170

1,836 0 270 576 0

手  当 手  当 手　当 金繰入額

60

扶　養 住　居 通　勤 管理職

本 年 度 1,896 0 296

手　当 手　当

4

(0) (0)

職　員　手　当

の　　内　　訳

区　分

前 年 度

比  　較

区　分

損益勘定支弁職員

前 年 度

0 2

(0) (1)

0 6

(0) (1)

(0) (0)

0 4

２　一　般　職

　（１）　総　　括

区　分
職 員 数（人）

特別職 一般職 報　酬 給   料 手　当

合計
(0) (1)

1,859 23,929

1,859 16,719 12,410 30,988

資本勘定支弁職員 0 4,247

(0) (1)

0

合計 1,876 24,119 14,471 40,466 8,069

（単位　千円）

単身赴任

0 7,268 4,115 11,383

29,083

別損失）

10,3561,876 16,851

7,210

0

（単位　千円）

合　計

34,893

13,642

48,535

5,810

手　当 手　当

　　給　　 与　　 費

計

2,259

△ 1,905 △ 207 △ 2,112

△ 74

10

0

576

△ 1,979 △ 359 △ 2,338

2,41111,457 13,868
0

1,160

42,445

2

手　当 手　当

8,428

法定福利費

超過勤務

手  当

1,160

特殊勤務

6,017 37,005

△ 226

0 10

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

0

16,657

合　計

14,471

△ 2,186

0

50,873
0 6

(0)
17 132 △ 2,054

16,657

58 △ 1320

△ 2,186

本 年 度

前 年 度

比　　較

合計
(0) (0)

0

0

0

資本勘定支弁職員

0

損益勘定支弁職員
(0)

17 190

△ 152
0 0

(0) (0)
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※（　）内は、パートタイム会計年度任用職員について外書きしたもの。

給   料

45,900

5,684 34,551

△ 2,519

13,8682,411

7,711

16,851

手　当 手　当

（単位　千円）

△ 2,3250 190

超過勤務

手  当

（単位　千円）

合　計

401

262

139

期　末 勤　勉 賞与引当
合　計

0

0

手　当

1,896

扶　養 住　居

0

25 181

26 0

（単位　千円）

手当（特

合　計
計

法定福利費

△ 2,293

16,395 48,419

△ 226△ 132

△ 2,061

0 2 7,268 4,115

合計

区　分
職 員 数（人）

特別職 一般職 報　酬

本 年 度

損益勘定支弁職員 0 4 0

比　　較

損益勘定支弁職員 0 0

資本勘定支弁職員

14,070

資本勘定支弁職員 0 2 0 7,210

合計 0 6 0 8,095

△ 152

△ 232

58

16,719

23,929

0

0 6 0 24,119

1,836 0

28,867

11,457

40,324

前 年 度

損益勘定支弁職員 0 4 0

合計 0 0

△ 74資本勘定支弁職員 0

比  　較 0

特殊勤務

本 年 度

区　分

576

単身赴任
手　当

0

270

0 0

10

△ 2,135 △ 384

通　勤 管理職

10

前 年 度

14,070

手  当 手  当 手　当 金繰入額 別損失）

04,564 3,170

16,395

△ 2,325

前 年 度 0 4,620 3,145 2,397 2,381

0 △ 56比  　較 25 1 △ 2,381

計

26,806 5,452 32,258

11,383 2,259 13,642

（単位　千円）

1,160

手　当 手　当

0

1,160

00

2,398本 年 度

0 296 576

資本勘定支弁職員

報　酬

(0)

(0) (1)

職　員　手　当

の　　内　　訳

区　分

0

前 年 度

(0) (1)
0 0

60

宿日直

0

給   料 手　当

0

手　当

9,955

132 △ 2,193

4,247

12,148

0

(0)

(0) (0)

0

損益勘定支弁職員

0 0

(0)

0 0

　　給　　 与　　 費

38,189

139

135 0

0 0 0

1,859

139

合計

職　員　手　当

の　　内　　訳

区　分
期　末 賞与引当

比　　較

(0) (0)

(0)

本 年 度

手　当 金繰入額 別損失）

手当（特

比  　較 4 135 0

前 年 度 262 0 0

266

　　給　　 与　　 費
法定福利費 合　計

資本勘定支弁職員

合計

損益勘定支弁職員

0 0

2,4542,121262

0

0

資本勘定支弁職員

17

17

00

0

(0) (0)
0 0

156 25 181

01,859

0000

333

156

0 401 2,277

0

358 2,635

2,4543332,121262

000

0 0
(0) (1)

00

0 0
(1)(0)

　ア　会計年度任用職員以外の職員

401 2,277 358 2,635

0 0 0

1,876

1,876

　イ　会計年度任用職員

区　分
職 員 数（人）

特別職 一般職

損益勘定支弁職員

本 年 度

合計
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区　分 増 減 額

(千円) 　 (千円)

給　料 190

161

職員手当 △ 2,186 △ 117

△ 2,069

　（２）　給料および職員手当の増減額の明細

増 減 事 由 別 内 訳 説明 備考

給料改定に伴う
増　　減　　分

そ　の　他　の
増　　減　　分

29 異動等に伴う分

制度改定に伴う
増　　減　　分

そ　の　他　の
増　　減　　分

異動等に伴う分

昇 給 に 伴 う
増　　加　　分
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　　イ　初　　任　　給

　　ウ　級 別 職 員 数

　級　 　級　
　級　 　級　
　級　 　級　
　級　 　級　
　級　 　級　
　級　
　級　

計 計
　級　 　級　
　級　 級
　級　 　級　
　級　 　級　
　級　 級
　級　
　級　

計 計

　　（級別の基準となる職務・一般行政職）

　(３）　給料および職員手当の状況

　　ア　職員１人当たり給与

区　　　　　　　　　　　　　分 一般行政職 技能労務職

令和3年1月1日現在

　平均給料月額 　（円）   334,350

　平均給与月額 　（円）   373,528

　平 均 年 齢　  （歳）     44歳2月

令和2年1月1日現在

　平均給料月額 　（円）   355,150

　平均給与月額 　（円）   406,066

　平 均 年 齢　  （歳）     47歳9月

区　　　分 一般行政職(円）
国の制度

一般行政職（円）

高　校　卒 150,600 150,600

大　学　卒 182,200 182,200

区　　　　分
一　般　行　政　職 技　能　労　務　職

級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）

令和3年1月1日
現　　　　　在

1 0 0.0 1

3 0 0.0 3
2 2 33.3 2

4 3 50.0 4
5 0 0.0 5
6 0 0.0
7 1 16.7

6 100.0

令和2年1月1日
現　　　　　在

1 1 16.7 1
2 0 0.0 2
3 0 0.0 3
4 4 66.6 4
5 0 0.0 5
6 0 0.0
7 1 16.7

6 100.0

1級 2級 3級 4級 5級 6級 7級

主　事
主　事
技　師

課長補佐
企画主査

部次長
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　　エ　昇 給

本

年

度

前

年

度

　　オ　期末手当・勤勉手当

　　カ　定年退職および勧奨退職に係る退職手当

区分 合計
代表的な職種

一般行政職 技能労務職

　職　員　数　（Ａ）　 （人） 6 6

　昇給に係る職員数　（Ｂ） （人） 5 5

　号級数別内訳

１号級 （人） 1 1

２号級 （人） 0 0

３号級 （人） 0 0

４号級 （人） 4 4

　号級 （人）

比　率　（Ｂ）　/　（Ａ） （％） 83.3 83.3

　職　員　数　（Ａ）　 （人） 6 6

　昇給に係る職員数　（Ｂ） （人） 6 6

　号級数別内訳

１号級 （人） 1 1

２号級 （人） 0 0

３号級 （人） 0 0

４号級 （人） 5 5

　号級 （人）

比　率　（Ｂ）　/　（Ａ） （％） 100.0 100.0

区　分
支 給 期 別 支 給 率（月分）

支給率計 職制上の段階、職務の級等による加算措置
６月 １２月

本 年 度 2.225 2.225 4.45 有

前 年 度 2.25 2.25 4.5 有

国の制度 2.225 2.225 4.45 有

区　分
20年勤続
（月分）

25年勤続
（月分）

35年勤続
（月分）

最高限度
（月分）

その他の
加算措置等

支給率等
(令和3年1月1日現在)

24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職
特　例　措　置

 （2％～20％加算）

国の制度
（支給率等）

24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職
特　例　措　置

 （3％～45％加算）
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　　キ　特 殊 勤 務 手 当
　　　　　　

区　　　　　　　　　分 全　　職　　種
代表的な職種

一般行政職 技能労務職

  　給料総額に対する比率　（％） 0.04 0.04

　　支給対象職員の比率　　（％） 100.00 100.00

代表的な特殊勤務手当の名称 下水道使用料徴収

　　ク　そ の 他 の 手 当

区　　　　分 国　の　制　度　と　の　異　同 差　　異　　の　　内　　容

扶 養 手 当 同

住 居 手 当 同

通 勤 手 当 同
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当該年度分

期　　間 金　　額 期　　間 金　　額 国庫補助金 企業債
受益者
負担金

千円 千円 千円 千円 千円 千円

321,000 令和4年度 321,000 176,550 144,400 50

過年度分

期　　間 金　　額 期　　間 金　　額
国庫補助
金

企業債
損益勘定
留保資金

千円 千円 千円 千円 千円 千円

57,481
令和元年度

～
令和2年度

25,917
令和3年度
～

令和5年度
31,544 31,544

千円 千円 千円 千円 千円 千円

150,000 令和3年度 80,000 44,000 36,000

左の財源内訳

当該年度以降の支払
義務発生予定額

小浜浄化セン
ター制御電
源・監視制御
設備更新

事項 限度額

前年度末までの支払
義務発生（見込）額

当該年度以降の支払
義務発生予定額

債務負担行為（補正）に関する調書

小浜浄化セン
ター受変電設
備更新

小浜市上下水
道料金徴収等
業務委託

事項 限度額

前年度末までの支払
義務発生（見込）額

左の財源内訳

－　49　－下水道事業会計


	①予算書表紙.pdf
	②予算書　目次.pdf
	③予算書合紙.pdf
	①予算書議案提出分（水道事業）.pdf
	②予算書議案提出分（水道事業）.pdf
	④予算書議案提出分（下水道事業）最終.pdf
	⑤説明書合紙.pdf
	【印刷用】ブロック２.pdf
	下水説明書（最終）.pdf
	⑩R4.3.31貸借注記.pdf
	説明書３.pdf


